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両立支援等助成金（介護離職防止支援コース 新型コロナウイルス感染症対応特例）Q＆A 

 

 

【Q1 対象となる「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」】 

Q1-1 対象となる「介護が必要な家族」には、誰が含まれるか。 

A 育児・介護休業法第２条第５号に規定する「家族」であり、配偶者、父母、子、祖父母、

兄弟姉妹、孫、配偶者の父母のほか、同居の親族が含まれる。 

 

Q1-2 「介護が必要な家族を通常介護している者（当該家族の家族に限る。）が新型コロ

ナウイルス感染症の影響により当該家族を介護することができなくなった場合」とは、

どのような場合が含まれるか。 

A 家族を通常介護している者が、新型コロナウイルス感染症に罹患し当該家族を介護する

ことができなくなった場合などが含まれる。 

 

Q1-3 「有給休暇」とあるが、休暇中の賃金を全額支給する必要があるか。 

A 賃金規程等で定められている方法等により、休暇中の賃金を全額支給する必要がある。 

 

Q1-4 育児・介護休業法上の介護休業や介護休暇、労働基準法上の年次有給休暇は、「介

護のための有給休暇」に含まれるか。 

A 含まれない。 

 

【Q2 「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」制度の整備・周知】  

Q2-1 新たな休暇制度を設けるのではなく、既存の休暇制度を利用させる場合も助成金の

対象となるか。 

A 対象となりうる。ただし、新型コロナウイルス感染症への対応として家族の介護のため

に利用できる休暇制度であることを社内に改めて周知する必要がある。 

 

Q2-2 既に有給の介護休業制度や介護休暇制度がある場合も助成金の対象となるか。 

A 既に有給の介護休業制度や介護休暇制度がある場合には、①それらとは別に介護のため

の有給の特別休暇制度を設けるか、②既存の有給の介護休業制度や介護休暇制度の休業・

休暇可能期間が、法定の介護休業期間（93 日）や介護休暇日数（年５日（対象家族が２人

以上の場合は年 10 日））に、20 日を加えた期間・日数以上になっていることが必要。な

お、この「20 日」は所定労働日であるため、既存の休業・休暇制度に日数を加える際には

留意が必要である。 

 

Q2-3 最大１か月、１回に限り取得可能な休暇制度を設けた場合、助成金の対象となるか。 

A 所定労働日で 20 日以上取得できる休暇制度となっていれば対象となる。 
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Q2-4 家族の介護を行う労働者以外の労働者も利用できる、多目的の休暇制度であっても

助成金の対象となるか。 

A 対象となる。 

 

Q2-5 正社員のみを対象とする休暇制度を設けてよいか。 

A 非正規雇用であることのみを理由に、非正規雇用労働者を一律に休暇制度の対象から除

外することは、パートタイム・有期雇用労働法及び労働者派遣法の規定（※）に違反する

可能性がある。 

（※）大企業と派遣会社は令和２年４月、中小企業は令和３年４月から施行。 

 

Q2-6 法定の介護休業や介護休暇、年次有給休暇を使い切った場合にのみ利用できる休暇

制度を設けてよいか。 

A この助成金は、新型コロナウイルス感染症への対応として、家族の介護を行う必要があ

る労働者が、法定の介護休業や介護休暇、年次有給休暇とは別に、特別の有給休暇を付与

して介護を行えるような取組を推進するためのものである。 

  このため、この助成金を活用することにより、有給の休暇制度を設け、法定の介護休業

や介護休暇、年次有給休暇を使い切ったか否かにかかわらず利用できるようにすることで、

家族の介護を行う労働者が希望に応じて休暇を取得できる環境を整えることが望ましい。 

 

Q2-7 利用人数に上限を設定した休暇制度を設けた場合、助成金の対象となるか。 

Ａ 新型コロナウイルス感染症への対応のために介護が必要な労働者が安心して休暇を取

得できる環境を整備することが本助成金制度の趣旨であるため、利用人数に上限を設定し

ている場合は助成金の対象とならない。 

 

Q2-8 「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」制度について、就業

規則に定めていなくても助成金の対象となるか。 

A 就業規則に定めていなくても助成金の対象となるが、新たに休暇制度を設けた場合は、

常時 10 人以上の労働者を使用している事業主においては、労働基準法に基づき、遅滞な

く、就業規則を変更し所轄の労働基準監督署へ届け出る必要があることに留意が必要であ

る。 

 

Q2-9 「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」制度及び就業と介護

の両立に資する制度は、どのように周知していれば助成金の対象となるか。 

A 全ての労働者がその内容を知ることができるよう、例えば次のような方法により周知を

行うことが必要。 

 ・事業所の見やすい場所に制度の内容を掲示 

 ・制度の内容を記載した書面を労働者へ交付 

 ・電子メールを利用して労働者に制度の内容を送信 
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Q2-10 「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」制度及び就業と介護

の両立に資する制度は、それぞれどの程度の内容を周知していれば助成金の対象となる

か。 

A 「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」制度については、少なくと

も次の事項を社内に周知している必要がある。 

  ・新型コロナウイルス感染症への対応として家族を介護する労働者が利用可能である旨 

  ・取得可能な日数 

  ・休暇中は有給（賃金全額支給）である旨 

  また、就業と介護の両立に資する制度については、少なくとも次の育児・介護休業法に

基づく制度（少なくとも制度の名称）を社内に周知している必要がある。 

  ・育児・介護休業法第２条第２号に規定する介護休業 

  ・育児・介護休業法第 16 条の５に規定する介護休暇 

  ・育児・介護休業法第 16 条の９において準用する同法第 16 条の８に規定する所定外労

働の制限 

  ・育児・介護休業法第 18 条第１項において準用する同法第 19 条に規定する深夜業の制 

限 

  ・育児・介護休業法第 23 条第３項に規定する所定労働時間の短縮等の措置 

 

Q2-11 「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」を、助成金の支給要

件を満たす日数分（５日又は 10 日）労働者が取得した後に、社内で休暇制度を設け、

周知した場合も助成金の対象となるか。 

A 助成金の支給要件を満たす日数分（５日又は 10 日）の休暇取得後であっても、助成金の

申請までに休暇制度を設け、周知していれば対象となる。 

 

 

【Q3 「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」の取得】 

Q3-1 いつ取得した休暇が助成金の対象となるか。 

A 令和２年４月１日から令和３年３月 31 日までに取得した有給休暇が対象となる。 

 

Q3-2 連続した期間の取得でなくとも、取得日数を通算することは可能か。 

A 可能。 

 

Q3-3 シフト制の労働者が、ある特定の月について介護のために全く勤務できない状態と

なり、その月の勤務予定表が作成されていない場合、その月のうち一定の日数分を「介

護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」を取得した扱いとして賃金を

支払った場合、助成金の対象となるか。 

A 前月分のシフト表等勤務実績がわかる書類により、休暇を取得した扱いとすることが適
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当であるかを審査することとなる。なお、前月の勤務実績と比べて特別休暇扱いとした日

が著しく多いと認められる場合には、支給決定に当たり、申請企業に対して問合せ等をす

ることがあり得る。 

 

Q3-4 半日単位や時間単位の休暇を取得日数に含めてよいか。 

A ３時間以上の休暇を取得した日については含めることが可能。 

 

Q3-5 半日単位や時間単位の休暇を取得日数に含める場合、取得日数をどのように計算す

ればよいか。 

A （半日単位や時間単位で取得した休暇の時間数の合計）÷（１日の所定労働時間数） 

＝取得日数（※１日に満たない端数は切り捨て）となる。 

  半日単位で休暇を取得した場合は、実際に休んだ時間数で計算する。 

  休暇を取得した時間数に１時間に満たない端数がある場合は、30 分未満であれば切り

捨て、30 分以上であれば切り上げとなる。 

シフト制など日によって１日の所定労働時間数が異なる場合、「１日の所定労働時間数」

は、助成金の申請に係る有給休暇取得日の所定労働時間数の合計を、その取得日の総日数

で割った平均所定労働時間数となる。シフト表が作成されていないなど、助成金の申請に

係る有給休暇取得日の所定労働時間数が定まっていない場合には、前月分のシフト表など

勤務実績をもとに計算した平均所定労働時間数となる。 

 （例）半日単位（午前３時間 30 分・午後４時間）と時間単位のいずれも利用可能で、 

    １日の所定労働時間数が７時間 45 分の労働者の場合 

     4/20 終日休    ⇒１日      

    4/21 終日休    ⇒１日 

    4/22 半日休（午前）⇒４時間（30 分は切り上げ） 

    4/23 終日休    ⇒１日 

    4/24 ２時間休   ⇒対象外 

    4/27  終日休    ⇒１日 

4/28  ３時間休   ⇒３時間 

4/29 ５時間休   ⇒５時間 

  「半日単位や時間単位で取得した休暇の時間数の合計」が４＋３＋５＝12 時間である

ため、半日単位や時間単位で取得した休暇の取得日数は、 

12 時間÷７時間 45 分＝１日（※１日に満たない端数は切り捨て） 

  終日（１日）休んだ日と合計した取得日数は、 

４日＋１日＝５日 

 

Q3-6 同じ家族の介護のために、同一の事業主に雇用される夫婦など複数の労働者が休む

場合、それぞれの労働者が助成金の対象となるか。 

A 同じ家族の介護のために、同一の事業主に雇用される夫婦など複数の労働者が休む場合
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には、いずれか一方の労働者のみが助成金の対象となる。 

 

Q3-7 勤務時間短縮として取り扱ったが、事後的に助成金の対象となる時間単位の「介護

のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」を取得したこととして振り替え

て処理することは可能か。 

A 可能。ただし、３時間以上の休暇を取得した日に限り取得日数に含めることが可能。 

  計算方法は Q3-5 参照。 

 

Q3-8 年次有給休暇や欠勤を、事後的に「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感

染症対応）」に振り替えた場合は対象になるか。 

A 対象になる。なお、年次有給休暇を事後的に「介護のための有給休暇（新型コロナウイ

ルス感染症対応）」に振り替える場合には、労働者本人に説明し、同意を得ることが必要。 

 

Q3-9 「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」を取得したことによ

る不利益取扱いの禁止やハラスメント防止措置義務はかかるのか。 

A 各事業主が独自で創設する休暇制度は、育児・介護休業法に基づく不利益取扱い禁止や

ハラスメント防止措置義務の対象外であるが、この助成金の趣旨は新型コロナウイルス感

染症への対応として介護を行う労働者が安心して休みやすい環境を整備することである

ため、休暇を取得したことによる不利益取扱い等は望ましくない。 

 

 

【Q4 その他】 

Q4-1 助成金の対象となる「介護のための有給休暇（新型コロナウイルス感染症対応）」

を５日以上 10 日未満取得した労働者について、申請期限超過後に合計 10 日以上取得し

た場合、再度申請することで、差額である 15 万円を追加で支給してもらえるのか。 

A 再度申請し、要件を満たした場合は追加で支給される。 

 

Q4-2  申請期限について 

A  要件を満たした日の翌日から２か月以内となるため、申請の場合によって以下のとおり。 

① 介護のための有給休暇取得日数５日以上１０日未満（助成額２０万円） 

例：９月１、５、６、７、８、１０、１５、２０日に８日間の休暇を取得した場合

は、取得有給休暇５日を満たす９月８日から翌日である９月９日から２か月以内に

提出する必要があるため１１月８日が申請期限となる。 

 

② 介護のための有給休暇取得日数１０日以上（助成額３５万円） 

例：９月１、３、５，７，９日と１０月２１、２２、２３、２４、３０、３１日に１

１日間の休暇を取得した場合は取得有給休暇１０日を満たす１０月３０日の翌日で

ある１１月１日から２か月以内に提出する必要があるため１２月３０日までが申請
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期限となる。 

 

 

③ 既に①の申請（受給）した対象労働者のうち、取得日数の合計が１０日以上に達し

た追加の申請。 

例：４月１、２、３、４、５、１０、１５、２０日に８日間の休暇を取得し、①の

ケースとして助成金受給済である。さらに、７月１１、１４、１５、１６、１７日

に５日間の休暇を取得した場合は、取得有給休暇１０日を満たす７月１４日の翌日

である７月１５日から２か月以内に提出する必要があるため９月１４日までが申請

期限となる。 

 

（注意） 

２０２０年６月１５日までに①または②の要件を満たした場合は一律８月１５日が

申請期限となる。 

 

Q4-3 感染症拡大に伴う経営状況の悪化によって営業の休止等を行い、従業員を自宅待機

させる事業主において、新型コロナウイルス感染症への対応として家族の介護を行う労

働者に限って給与を全額支給して本助成金の申請をしても差し支えないか。その他の従

業員には６割の休業手当のみ支給することとなり、家族の介護を行う労働者とそうでな

い労働者とで、事業主が支給する賃金が異なることになるが、問題にならないか。雇用

調整助成金など他の助成金を既に受給している場合、この助成金を受給できるのか。 

A 感染症拡大に伴う経営状況の悪化によって元々営業の休止等をしており、従業員を自宅

待機させ、休業手当を支払うこととしていた場合でも、家族の介護を行う労働者について、

本人の申請又は同意を得て休暇として取り扱い、休暇中の賃金全額を支給した場合には、

本助成金の支給申請を行うことも可能である。 

なお、雇用調整助成金は、休暇については助成対象としていないため、休暇中の労働者

については、雇用調整助成金の支給対象外となる。 


